
 

 

 

 

ＤＭＯを中心とした観光地域づくりに関する取組については、2020年までに世界水準のＤＭＯを全国で100組

織を形成することとされている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＤＭＯ（Destination Management/Marketing Organization） 

・観光地を活性化させ地域全体を一体的にマネジメントする組織＝観光地域づくりを行う舵取り役 

・地域資源を最大限に活用し、効果的・効率的な集客を図る「稼げる」観光地域づくりを推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＤＭＯの目的は、地域経済の成長、活性化であり、今後の取組みは「持続可能な観光地域づくり」等にも

留意すること。 

・国、JNTO、各層ＤＭＯ、自治体の取組が重複することなく、効率的に実施されるよう、各主体の既存の取

組で活用可能なものを最大限活用することを前提として、役割及び取組内容を精査すること。 

・各層ＤＭＯは、地域における役割分担に基づき、地域の観光資源の磨き上げ等の着地整備を最優先に取り

組むこと。 

・各層ＤＭＯの海外への情報発信は、上記の役割分担に基づき、ＤＭＯが着地整備の取組を行った上で、JNTO 

の海外ネットワークやデジタルマーケティング等のマーケティングツールを最大限活用し、効果的・効率

的に実施すること。ＤＭＯとJNTOの連携においては、ＤＭＯは写真・動画等対外的な発信のための素材や

ツールの作成を行い、JNTOはそれらを活用して一元的に対外的な情報発信を行う。 

・ＤＭＯの意思決定は、地域の関係者が中心となって行うこと。その観点から、ＤＭＯの組織（意思決定の

仕組み）には、文化財、国立公園、農泊、アクティビティー、農林水産業、商工業の関係者等、ディステ

ィネーションの関係者の主体的な参画を確保するべき。 

・地域は、ＤＭＯの財源について、安定的かつ多様な財源の確保を目指すべき。その観点から、国が一律の

方針を示すのではなく、地域の実情を踏まえ、条例による特定財源(宿泊税、入湯税等)の確保を目指すこ

とが望ましい。 

・組織全体の専門性を維持・向上することが可能となるよう、プロパー職員の確保・育成と外部人材の登用

の両面について取組を実施するべき。 

・国は、全ての地域やＤＭＯにとって分かりやすい表現に留意したガイドラインを策定するとともに、各層

ＤＭＯの取組みにJNTOが対応できるような環境整備を進めるべき。 

（１） 2020 年・2030 年に向けた政府目標 

（２） 日本版ＤＭＯ登録状況 

１ ＤＭＯに関する取組みの現状 

事業展開 

 

『明日の日本を支える観光ビジョン』(平成28年3月30日明日の日本を支える観光ビジョン構想会議決定) 

※「未来投資戦略 2018」(平成 30年６月 15日閣議決定)、「まち・ひと・しごと創生戦略(2017改訂版)」(平成 29年 12月 22日閣議決定)
においても同様の目標 

（出典）観光庁「ＤＭＯに関する取組の現状」(平成30年11月17日)から抜粋加工 

【ＤＭＯの登録５要件】 

 (1) 日本版ＤＭＯを中心として観光地域づくりを行うことについて多様な関係者の合意形成 

 (2) データの継続的な収集、戦略の策定、KPIの設定・PDCAサイクルの確立 

 (3) 関係者が実施する観光関連事業と戦略の整合性に関する調整・仕組み作り 

(4) 日本版DMOの組織（法人格の取得、データ収集・分析の専従職員配置 等） 

(5) 安定的な運営資金の確保（収益事業、行政からの補助金・委託事業 等） 

（３） 「世界水準のＤＭＯのあり方に関する検討会」中間とりまとめ（平成 31年３月） 

ＤＭＯ全般の底上げに向けた改善の方向性 

世界水準のＤＭＯに関する次年度の具体的検討の方向性 

・インバウンドの誘客に対応した先駆的なＤＭＯであることを前提として、全国一律の定量的な基準ではな

く、地域の特色やターゲット等に応じた柔軟な選定が可能なものとするべき。 

・「持続可能な観光地域づくり」の観点からは、国際基準も参考にしながら、地域としての具体的な取組み

姿勢を明確にすべき。 

・世界水準のＤＭＯは、第三者である有識者によって選定されることとし、世界水準のＤＭＯへ選定された

後の取組についても、国と有識者によって継続的にフォーローアップし、国と地域が一体となってPDCAサ

イクルを回していくべき。 

次年度の取組み 

・国は、ＤＭＯの底上げに資するガイドラインを作成し、ＤＭＯの取組にJNTOが対応できるような環境整備

を進める。 

・世界水準のＤＭＯの選定に関する詳細な制度設計について、有識者の意見を踏まえながら検討を行う。 

１ 

参考資料２ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 対象地域  大分県 

２ 経 緯 

(1) 大分県観光協会を発展改組。単発のｲﾍﾞﾝﾄや事業

を盛り上げる組織から県域ﾂｰﾘｽﾞﾑを担う組織に 

(2) 大分、別府、由布などの宿泊施設が集中する地

域から県内各地に旅行者を周遊させる仕組づくり 

３ めざす姿(目標) 

 (1) 日本一の湧出量･源泉数を誇る「おんせん県おお

いた」で世界をめざす 

 (2) 温泉最大のﾃｰﾏに「ONSENMﾂｰﾘｽﾞﾑ」「ﾍﾙｽﾂｰﾘｽﾞﾑ」 

  「産業ﾂｰﾘｽﾞﾑ」を発掘･発信 

４ 組織・予算・実績 

 (1)組織:経営管理部、地域ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部、誘致営業部、

MICEｾﾝﾀｰ 

 (2)職員:19名（県派遣3、市町村派遣3、民間派遣3、

ﾌﾟﾛﾊﾟｰ正規１、契約9） 

 (3)予算:370百万円（2018年度） 

※県受託事業収入292が80％ 

 (4)実績:延べ宿泊者数678万人(2016年度) 

(うち外国人85万人) 

※外国人宿泊者１万人あたり予算435万円 

 

 

１ 対象地域  奈良県 

２ 経 緯 

(1) 奈良県観光連盟と奈良ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾋﾞｭｰﾛｰを事業統

合しDMO化 

(2) 宿泊客増、消費単価ｱｯﾌﾟを最大課題として、質

の高いｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ誘客を展開  

３ めざす姿(目標) 

 (1) 文化や歴史的価値の高い社寺、世界遺産を活用

した滞在型観光の推進 

４ 組織・予算・実績 

 (1)組織:商品企画ﾁｰﾑ、販促ﾁｰﾑ、ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭﾁｰﾑ、ｺﾝﾍﾞ

ﾝｼｮﾝ誘致課、総務･広報課 

 (2)職員:28名 

 (3)予算:238百万円（2017年度） 

※県･市町等からの負担金･補助金152が64％ 

 (4)実績:延べ宿泊者数252万人(2016年度) 

(うち外国人31万人) 

※外国人宿泊者１万人あたり予算758万円 

 

 

１ 対象地域  島根県・鳥取県 

２ 経 緯 

(1) 山陰２県のｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ推進組織として、山陰観光

推進協議会が発展的解消して設立 

  ※ 両県の観光連盟は国内誘客を担当 

(2) 代表理事の福井喜朗氏が、地域を「説得する」

ではなく「納得させる」をﾓｯﾄｰにﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟを発

揮 

３ めざす姿(目標) 

 (1) 他地域には残されていない日本の原風景を有す

る「緑の道～山陰」に旅慣れた外国人旅行者を誘致 

 (2) 2020年訪日外国人旅行者40万人泊 

４ 組織・予算・実績 

 (1)組織:事務局と事業本部(ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ部、ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ部、 

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ部、広報部) 

 (2)職員:16名（両県派遣4、民間派遣10、嘱託2） 

 (3)予算:367百万円（2018年度） 

(両県分担金200、国庫補助167) 

 (4)実績:延べ宿泊者数608万人(2017年度) 

(うち外国人20.3万人) 

※ 外国人宿泊者１万人あたり予算758万円 

（１） 広域連携ＤＭＯ （一社）山陰インバウンド機構 

２ 

（４） 地域連携ＤＭＯ （一社）奈良県ビジターズビューロー （２） 地域連携ＤＭＯ （一社）長野県観光機構 

（３） 地域連携ＤＭＯ （一社）ツーリズムおおいた 

２ ＤＭＯの先行事例 

事業展開 

特徴ある取組 

１ ゲートウェイ戦略 

(1)「世界から山陰へ」をｷｰﾜｰﾄﾞに圏内５空港

(鳥取･米子･出雲･石見･隠岐)を最大活用 

 (2)関空、岡山・広島、羽田・成田から入国す

る潜在層のFITに対し国別ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝを展開 

２ インバウンド目線のネットワーク活用 

(1) 山陰在住のCIR(国際交流員)、ALT(外国語

指導助手)等からなる山陰国際観光ｻﾎﾟｰﾀｰｽﾞ

(80名)が口ｺﾐ情報を発信 

３ ﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾀｸｼｰｱﾌﾟﾘ「Visit Sanin Tourist Pass」 

 (1) ｸﾙｰｽﾞ客向けのﾃﾞﾏﾝﾄﾞﾀｸｼｰを導入して、 

   外国人観光客の回遊を促進 

 (2) 専用ｱﾌﾟﾘをﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞすると入館料が半額 

になるほか店舗情報も表示 

 (3) 外国人観光客 

の行動分析が可能

に 

 

「Visit Sanin Tourist Pass」の紹介動画 
 

１ 対象地域  長野県 

２ 経 緯 

(1) 信州･長野県観光協会の組織体制を強化しDMO化 

(2) 単なる誘致･宣伝組織から県全体の観光地域経

営を行う舵取り役に 

(3) 県が企画、DMOが実戦部隊として役割分担 

３ めざす姿(目標) 

 (1) 冬季･夏季とも通用する「世界水準の山岳高原 

ﾘｿﾞｰﾄ」 

 (2) 大自然の｢癒し｣「ｱｳﾄﾄﾞｱ」「歴史･文化」「食」 

  の4つのｷｰﾜｰﾄﾞで観光資源を整備 

４ 組織・予算・実績 

 (1)組織:DMO形成支援ｾﾝﾀｰ、国内ﾂｰﾘｽﾞﾑ推進部、ｲﾝﾊﾞ

ｳﾝﾄﾞ推進部、物産ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ振興部、総務経理部 

 (2)職員:62名 

 (3)予算:693百万円（2018年度） 

     ※物産販売を中心に事業収入が52％ 

 (4)実績:延べ宿泊者数1,799万人(2017年度) 

(うち外国人129万人) 

※ 外国人宿泊者１万人あたり予算537万円 

１ ＤＭＯ形成支援センター 

(1) 県と地域をつなぐｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ(民間出向者

による外部専門人材)が、観光団体から課題

を聞き取り ※9か月で140回、延べ300人 

 (2) 観光素材が共通するｴﾘｱごとに地域連携

DMOの形成確立への合意形成を支援 

 

２ インバウンド推進協議会 

(1) 民間主導(300社参画)でｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ向け旅行

商品造成やﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝを実施 

 (2)商品造成、まちづくり・交通、ﾌﾟﾛﾓｰｼｮﾝ、受

入環境の４部会で検討(事務局：長野県観光機

構) 

特徴ある取組 

特徴ある取組 

１ 欧米豪富裕層向けオーダーメイドツアー 

(1) 専任ｺﾝｼｪﾙｼﾞｭ(３名)が対応 

(2) 要望に応えるｵｰﾀﾞｰﾒｲﾄﾞﾂｱｰを企画･販売 

(3) 海外商談会 

での販売促進 

 

 

 

 

２ 体験プログラムの造成・販売 

(1) 旅行者が直接、容易に予約できる予約ｻｲﾄ 

  を構築 

(2) 上記ｵｰﾀﾞｰ 

ﾒｲﾄﾞﾂｱｰと 

相互補完 

 

１ 県域一体となったＰＤＣＡサイクル 

 ＰＬＡＮ 

(1) 県・市町のｱｲﾃﾞｱ展開、ｱｸｼｮﾝﾌﾟﾗﾝ作成 

(2) 観光ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ会議で地域間連携を確保 

ＤＯ 

 (1) ＤＭＯのﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ活用 

  例）ＷＥＢ販売ｼｽﾃﾑ「テッパンおおいた」 

①各地から希望旅情報掲載と旅行商品や物産販売 

②予約から購入まで可能な決済ｼｽﾃﾑ導入 

ＣＨＥＣＫ 

(1) 対面調査(年４回)、GPS調査、ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ 

 ﾃﾞｰﾀから観光客の 

行動分析 

(2) 市町村の現状 

分析「市町村ｶﾙﾃ」 

を作成 

ＡＣＴＩＯＮ 

 (1) 市町村ｶﾙﾃに 

   よる要因分析 

 

特徴ある取組 

インバウンド推進協議会の様子 
Nara Experience.com（奈良体験.com） 
 

Kansai Nara Treasure Travel 

 

市町村ｶﾙﾃ 

（出典）各ＤＭＯﾃﾞｨｽｸﾛｼﾞｬｰ資料、ﾋｱﾘﾝｸﾞ結果等を基に作成 


